
本人確認書類添付箇所

※運転免許証、健康保険証、マイナンバーカード（表面）、年金手帳、介護保険証、パスポート等の写し(コピー)

様式第１（第４条関係）

低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金
（その他世帯分）　受給拒否の届出書

岩倉市長殿

1 　私は、「低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金（そ
の他世帯分）」の受給について拒否することを、ここに届け出ます。

2 　本届出により、「低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給
付金（その他世帯分）」の受給を拒否する者が本人であることを証明するた
め、本人確認資料を下欄に貼付し提出します。

　　　　　年　　　月　　　日

届出者住所

届出者氏名

届出者連絡先　　　　　　　　　　（　　　　　　）





岩倉市長　殿

※下欄の事項に誓約・同意の上、届出します。

※振込先金融機関口座確認書類を添付してください（下欄を確認してください）。

【受取口座記入欄】

※ゆうちょ銀行を選択された場合は、「振込用の店名・預金種目・口座番号（7桁）」（通帳見開き下部に記載）をご記入ください。

※長期間入出金のない口座を記入しないでください。

『低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯分）
支給口座登録等の届出書』（本書）

※必要事項をご記入ください。

『受取口座を確認できる書類の写し（コピー）』（※「２．新規振込先指定口座」で「ア」を選択した場合に限る。）

※

『届出者本人確認書類の写し（コピー）』

※

様式第２（第５条関係）

低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金
（その他世帯分）支給口座登録等の届出書

低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援
特別給付金（その他世帯分）支給市区町村

１．届出者

（　フ　リ　ガ　ナ　）
現　　　　住　　　　所

氏　　　　　名

記入日   　　　　年　　　月　　　日

生 年 月 日

電話　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　

　　S　　・　　H　

年　　　　月　　　　日　

※金融機関の口座がない方等、どうしても口座による受け取りが出来ない方のみとなります。本人確認資料を裏面に添付してくださ
い。

【誓約・同意事項】（チェック欄（□）に『 』を入れてください。）

1.銀行
2.金庫
3.信組
4.信連

5.農協
6.漁協
7.信漁連

本・支店
本・支所
出張所

1普通

2当座

※「１．届出者」名義に限る。
　　　　 ※通帳の表記に合わせてください。

２．新規振込先指定口座
　 （児童手当又は特別児童扶養手当を受給しているご本人名義の口座に限ります。）

金融機関コード 支店コード

□ イ　窓口での現金支給を希望

□ ア　指定の金融機関口座（原則、１．の届出者の口座とします。）への振込みを希望

金　融　機　関　名 支 店 名 分類 口 座 番 号
（右詰めでお書きください。）

口　座　名　義（フリガナのみ）

□
岩倉市が支給決定をした後、令和６年３月２９日までに２．アの指定口座への振込が口座解約、変更等によりできない場合
に、低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯分）が支給されないことに同意します。

提出書類

通帳やキャッシュカードの写し（コピー）等、受取口座の金融機関名・口座番号・口座名義人を確認できる部分の写し（コ
ピー）をご用意ください。

届出者の運転免許証、健康保険証、マイナンバーカード（表面）、年金手帳、介護保険証、パスポート等の写し（コピー）
をご用意ください。



　　　S　　・　　H

年 月 日 （ ）

（注１）配偶者等の欄は、２人以上で児童を養育している場合に記入してください。「配偶者等」とは、児童を養育する配偶者、未成年後見人、父母指定者等をいいます。

（注２）配偶者等が複数人いる場合は、上記以外の配偶者等の氏名、同居・別居の別、別居の場合は住所、マイナンバーを別紙で提出してください。

次の（１）及び（２）のそれぞれについて該当する項目のチェック欄（□）に『 』を記入してください。

（１）養育要件 （２）所得要件

様式第３（第７条関係）

低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金
（その他世帯分）　申請書（請求書）

支給市区町村

１．申請・請求者、配偶者等

（　フ　リ　ガ　ナ　）
現　　　住　　　所

氏　　　　　名

岩倉市長殿

３ページ目の【誓約・同意事項】に誓約・同意の上、申請します。

記入日 年 月 日

生 年 月 日

令和５年１月１日　時点の住所
（現住所と異なる場合）

令和５年３月３１日　時点の住所
（現住所と異なる場合）

申請者の個人番号（マイナンバー）
（１２桁）

配　偶　者　等　氏　名 同居・別居
の別 別居の場合は住所を記載 配偶者等の個人番号（マイナンバー）

（１２桁）

同居
・
別居

□ ①　　　　　　　〃　　　　　　　　 【公務員】 □ ② ①以外の家計急変（※）

□ ②　特別児童扶養手当対象児童を養育

２．支給要件

□ ①　児童手当対象児童を養育【公務員以外】 □ ① 令和５年度分の市町村民税均等割が
　　非課税

１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（次ページに続きます。）

電話

□ ③　中学校修了後（15歳年度末）～
　　 18歳年度末までの児童を養育

（※）家計急変とは、１年間の収入見込額（令和５年
１月から令和６年２月までの任意の１か月の収入に
12を乗じて得た額をいう。）又は１年間の所得見込
額（当該収入見込額から１年間の経費等の見込額
を控除して得た額をいう。）が市町村民税均等割が
非課税となる水準に相当する額以下である場合を
いいます。



表A 今回、給付金の支給を申請する児童について記入してください。

年

月 日

年

月 日

年

月 日

年

月 日

年

月 日

※「関係性」の欄は、申請者と児童の関係性について次の項目に該当する番号を記入してください。また、必要な書類を提出してください。
①父母　→別居する児童を監護している場合は、別居する児童が属する世帯の世帯主の氏名、児童からみた世帯主の続柄が
　　　　　　　分かる資料（児童の世帯の住民票など）
②未成年後見人　→　未成年後見人である旨の申立書、対象児童の戸籍抄本等、対象児童の実親の状況（氏名、存否、住所）が分かる資料（様式自由）
③その他養育者　→　対象児童の実親の状況（氏名、存否、住所）が分かる資料（様式自由）
④里親　→　対象児童が委託されていることを明らかにすることができる書類

※ 「生計関係」の欄は、次によって記入してください。
１）「同一」は、児童が請求者自身の子である場合や請求者が未成年後見人又は父母指定者である場合で、請求者がその子と生計を同じくしている
場合に〇で囲んでください。

２）「維持」は、児童が請求者自身の子でない場合で、請求者がその子の生計を維持している場合に〇で囲んでください。
※ 「児手対象児童（申請中含む）」、「特児扶対象児童（申請中含む）」欄は、対象児童が児童手当、特別児童扶養手当の支給対象者である（申請中含む）場合に
〇を記入してください。

  　（以下の児童については、今回の給付金の支給対象とはなりません）

※給付金の対象児童の人数を記入してください。対象児童の人数は「３．給付金申請児童等」の表Aに記入した人数から表Bに記入した人数を差し引いた

人数になります。

※

希望する受取方法のチェック欄（□）に『 』を記入して、必要事項を記入してください。
（注）申請時点で居住している自治体より児童手当又は特別児童扶養手当を受給している方（申請中の方）は記入不要です。

 　　　　　※　マイナポータル等から公金受取口座を登録していることが必要。

※振込先金融機関口座確認書類を添付してください（下欄を確認してください）。

【受取口座記入欄】

※ゆうちょ銀行を選択された場合は、「振込用の店名・預金種目・口座番号（7桁）」（通帳見開き下部に記載）をご記入ください。

※長期間入出金のない口座を記入しないで下さい。

※

H　・　R

H　・　R

H　・　R

H　・　R

H　・　R

□ イ　指定の金融機関口座（原則、１．の申請・請求者の口座とします。）への振込みを希望

金　融　機　関　名 支 店 名 分類 口 座 番 号
（右詰めでお書きください。）

口　座　名　義（フリガナのみ）

　　　　　　※「１．申請・請求者」名義に限る。
　　　　　　※通帳の表記に合わせてください。1.銀行

2.金庫
3.信組
4.信連

5.農協
6.漁協
7.信漁連

本・支店
本・支所
出張所

1普通

2当座
金融機関コード

２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（次ページに続きます。）

支店コード

□ ウ　窓口での現金支給を希望

金融機関の口座がない方等、どうしても口座による受け取りが出来ない方のみが対象となります。本人確認資料を添付し
てください。

同一
・
維持

氏　　　　　名

1
同居
・
別居

住所
（別居の場合）

監護
の有
無

生計
関係

児手対
象児童
（申請
中含
む）

特児扶
対象児
童（申
請中含
む）

関係性
（　フ　リ　ガ　ナ　）

同一
・
維持

同居
・
別居

有
・
無

同一
・
維持

2

有
・
無

同居
・
別居

有
・
無

同一
・
維持

4
同居
・
別居

有
・
無

同一
・
維持

3

５．受取方法

□ ア　申請・請求者名義の公金受取口座への振込を希望します。（通帳等の写しは不要）

３．給付金申請児童等

今回、給付金を申請する児童について、申請時点の状況を表Aに記入してください。
また、既に令和５年度中に本給付金（「ひとり親世帯分」又は「その他世帯分」）を受給したことがある場合は、表Bにその対象
となった児童の氏名を記入してください。

生 年 月 日

同居
・
別居
の別

申請額・請求額は、対象児童１人当たり一律50,000円となります。（例）対象児童数３人の場合　：　50,000円　×　３人　＝　150,000円

表B　重複支給の確認等のため、既に給付金を受給している場合は、給付金の対象となった児童の氏名を記入してください。

氏　　　　　名 氏　　　　　名

４．申請額・請求額

対象児童数
（表Ａ-表Bの人数）

人 申請額・請求額

氏　　　　　名

1 2 3

円

5
同居
・
別居

有
・
無



証明欄　附番

上記の申請・請求者は、上記（３．表A） 人の対象児童に係る

であることについて証明します。

証明事務担当

  電話番号

各項目のチェック欄（□）に『 』を入れてください。

『低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯分）
 申請書（請求書）』（本書）
※必要事項をご記入ください。

『申請・請求者本人確認書類の写し（コピー）』

※

『申請・請求者の世帯の状況、表Aの児童との関係性を確認できる書類の写し（コピー）』

※

※

『受取口座を確認できる書類の写し（コピー）』 （※「５．受取方法」で「イ」を選択した場合に限る。）

※

『簡易な収入見込額の申立書（様式第４）』又は『簡易な所得見込額の申立書』（様式第５）

※

３

  担当課（室）・担当係

支給要件が「（２）所得要件②家計急変」の場合、申立てを行う収入に係る給与明細書、年金振込通知書等の収入額が
分かる書類、事業収入、不動産収入に係る経費の金額の分かる書類を添付してください。

申請・請求者の運転免許証、健康保険証、マイナンバーカード（表面）、年金手帳、介護保険証、パスポート等の写し
（コピー）をご用意ください。

申請・請求者の世帯の状況を確認できる戸籍謄本又は抄本、出生証明書等の写し（コピー）をご用意ください。

通帳やキャッシュカードの写し（コピー）等、受取口座の金融機関名・口座番号・口座名義人を確認できる部分の写し（コ
ピー）をご用意ください。

月 日

【誓約・同意事項】

□ 低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯分）（以下「給付金（その他世帯分）」と
いう。）の支給要件に該当します。

□

年

□ 給付金（その他世帯分）の支給後、本申請書の記載事項について虚偽であることが判明した場合や給付金（その他
世帯分）の支給要件に該当しないことが判明した場合には、給付金（その他世帯分）を返還します。

□ 同一児童について給付金（ひとり親世帯分）又は給付金（その他世帯分）を受給済みではありません（受給していた
場合には、給付金（その他世帯分）を返還します）。

提出書類

□ 公簿等で確認できない場合は、関係書類の提出を行います。

□ この申請書は、岩倉市において支給決定をした後は、給付金（その他世帯分）の請求書として取り扱います。

□
岩倉市が支給決定をした後、申請書（請求書）の不備による振込不能等の事由により支払が完了せず、かつ、令和
６年３月29日までに、岩倉市が申請・請求者に連絡・確認できない場合に、給付金（その他世帯分）が支給されない
ことに同意します。

給付金（その他世帯分）の支給要件の該当性等を審査等するため、岩倉市が必要な住民基本台帳情報、税情報等
の公簿等の確認を行うことや必要な資料の提供を他の行政機関等に求める・提供することに同意します。

表Aの児童との関係性を確認できる資料（表Aの「関係性①～④」の確認に必要な書類をご用意ください。）

（公務員の方のみ）　※この欄は、所属庁が記入しますので、申請・請求者は記入しないでください。

証明者

公務員児童手当受給状況証明欄

「公金受取口座」の概要及び登録はこちら公金受取口座
未登録の方

マイナンバーカードがあれば、マイナポータルから簡単に公金受取口座を登録いただけます。
登録は給付金の支給要件ではありません。

（公金受取口座制度とは）
国民の皆さまが給付金等の受取のための口座をデジタル庁に登録いただく制度です。今後の緊急時の給付金等の
申請において、申請書への口座情報の記載や通帳の写しの添付等が不要になります。



年 月

円

円

円

円

円

年 月 （※基本的に②申請者と同じ「年月」としてください）

円

円

円

円

円

円

＜早見表＞

２７７．７万円

２３２．７万円

１８７．７万円

１４６．９万円

※ ③-１(申請者)の年間収入見込額が③-２(配偶者等)より高いことを確認して、申請者について非課税相当収入限度額を記入してください。
※ 限度額は、下の早見表から、申請者の申請時点の「世帯の人数」にあてはまる金額を記入してください。
※ 申請者が申請時点で、障害者、未成年者、寡婦又はひとり親の場合は、非課税収入限度額は２０４．３万円としてください。
※ 給与収入、事業収入等、いずれの収入についても以下の早見表を利用してください。

 ④　③-１(申請者)の年間収入見込額が③-２(配偶者等)より高いことを確認して、申請者について限度額を記入してください。

（裏面に続きます。）

世帯の人数（注） 非課税相当収入限度額

　　６人　（例）夫婦子４人

　　５人　（例）夫婦子３人

　　４人　（例）夫婦子２人

　　３人　（例）夫婦子１人

　　２人　（例）夫(婦)子１人

　　※表面の【要件２】を満たさない場合でも、「簡易な所得見込額申立書」の要件を満たすことにより支給の対象となる場合があります。

→【要件２】申請者について、③-１ 年間収入見込額が　④非課税相当収入限度額以下であること。

   　非課税相当収入限度額

(注)世帯人数は、以下の合計人数です。
・申請者本人
・同一生計配偶者（収入金額１０３万円以下の者）
・扶養親族（16歳未満の者も含む）

３２２．７万円

事業収入又は不動産収入【B】 ※事業収入又は不動産収入がある場合にご記入ください。
※帳簿等の収入額が分かる書類をご提出ください。

年金収入【C】
※公的年金収入（非課税除く）がある場合にご記入ください。
※年金決定通知書、年金額改定通知書、年金振込通知書

等の支給額が分かる書類をご提出ください。

※収入額の合計額をご記入ください。

※複数の職に就いている方は、全ての収入について記入してください。

 ③-2　配偶者等の収入合計額を12倍した金額をご記入ください。

※上記以外の収入については記入不要です。

年間収入見込額（配偶者等）

収入合計額【A + B + C】

収
入

給与収入【A】 ※給与収入がある場合にご記入ください。
※給与明細書等の収入額が分かる書類をご提出ください。

※公的年金収入（非課税除く）がある場合にご記入ください。
※年金決定通知書、年金額改定通知書、年金振込通知書

等の支給額が分かる書類をご提出ください。

収入合計額【A + B + C】 ※収入額の合計額をご記入ください。

※複数の職に就いている方は、全ての収入について記入してください。

※上記以外の収入については記入不要です。

 ②-2　配偶者等の令和５年１月以降の任意の月の収入（１か月）の内訳及びその合計額をご記入ください。
注意事項

注意事項

年間収入見込額（申請者）

収
入

給与収入【A】 ※給与収入がある場合にご記入ください。
※給与明細書等の収入額が分かる書類をご提出ください。

事業収入又は不動産収入【B】 ※事業収入又は不動産収入がある場合にご記入ください。
※帳簿等の収入額が分かる書類をご提出ください。

年金収入【C】

 ③-1　申請者の収入合計額を12倍した金額をご記入ください。

簡易な収入見込額の申立書
【家計急変者】

〇「低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯分）申請書（請求書）」と一緒にご提出ください。

〇 下記にある【要件１】及び【要件２】の両方を満たす場合に支給の対象となります。

 ①　下記にチェック（ ）してください。

 ②-1　申請者の令和５年１月以降の任意の月の収入（１か月）の内訳及びその合計額をご記入ください。

　　□ 食費等の物価高騰の影響により、家計が急変しました。

→【要件１】①にチェックが入っていること。

※申請者（③-１、③-２で収入が高い方）が食費等の物価高騰の影響で、家計が急変した場合にチェックしてください。
※③-１と③-２の収入比較の結果、令和４年度分の市町村民税均等割が課税のため給付金の支給対象とならなかった者（児童手当
等の受給者や中学校修了以降の児童の養育者のうち主たる生計維持者）の方が収入が低く、その配偶者等の方が収入が高いため申
請者となる場合は、家計として、申請者（児童手当受給者等の配偶者等）又はその配偶者等（児童手当受給者等）のうち少なくと
も一方が食費等の物価高騰の影響で、家計が急変した場合は「要件１」に該当することとなります。

その他世帯用様式第４（第７条関係）

×１２

×１２



　□　【要件】に該当します。　　□　収入額が分かる書類（給与明細書、年金額改定通知書等）を提出しています。
（注）収入が０円の場合は、別途、自身の収入の状況等の詳細について記載した申立書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 の提出を求める場合があります。

　□　今後１年間に収入の多い時期がある、臨時の収入がある時期がある等の事情により、今後１年間の収入
　　　見込額が収入基準額を上回ることが明らかであるものではありません。

　□　給付金の支給要件の該当性等を審査等するため、岩倉市が必要な住民基本台帳情報、税情報、公的年金情報等の
　　　公簿等の確認を行うことや必要な資料の提供を他の行政機関等に求める・提供することに同意します。

　□　本申立の内容に相違ありません。

　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　配偶者等氏名

【確認事項】（各項目のチェック欄（□）に『 』を入れて頂き、氏名をご記入ください。）



年 月

円

円

円

円

円

年 月（※基本的に②申請者と同じ「年月」としてください）

円

円

円

円

円

（参考：非課税相当収入限度額）
＜早見表＞

※給与収入がある場合にご記入ください。
※給与明細書等の収入額が分かる書類をご提出ください。

事業収入又は不動産収入【B】 ※事業収入又は不動産収入がある場合にご記入ください。
※帳簿等の収入額が分かる書類をご提出ください。

収
入

給与収入【A】 ※給与収入がある場合にご記入ください。
※給与明細書等の収入額が分かる書類をご提出ください。

事業収入又は不動産収入【B】 ※事業収入又は不動産収入がある場合にご記入ください。
※帳簿等の収入額が分かる書類をご提出ください。

年金収入【C】
※公的年金収入（非課税除く）がある場合にご記入ください
※年金決定通知書、年金額改定通知書、年金振込通知書

等の支給額が分かる書類をご提出ください。

年間収入見込額（申請者）

 ②-2　配偶者等の令和５年１月以降の任意の月の収入（１か月）の内訳及びその合計額をご記入ください。

簡易な所得見込額の申立書
【家計急変者】

〇「低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金（その他世帯分）申請書（請求書）」と一緒にご提出ください。

〇 下記にある【要件１】及び【要件２】の両方を満たす場合に支給の対象となります。

 ①　下記にチェック（ ）してください。

　　□ 食費等の物価高騰の影響により、家計が急変しました。

→【要件１】①にチェックが入っていること。

年金収入【C】
※公的年金収入（非課税除く）がある場合にご記入ください。
※年金決定通知書、年金額改定通知書、年金振込通知書

等の支給額が分かる書類をご提出ください。

収入合計額
【A + B + C】

※収入額の合計額をご記入ください。

※複数の職に就いている方は、全ての収入について記入してください。
※上記以外の収入については記載不要です。

 ③-1　申請者の収入合計額を12倍した金額をご記入ください。

※申請者（（５）で所得が高い方）が食費等の物価高騰の影響で、家計が急変した場合にチェックしてください。
※（５）の所得比較の結果、令和４年度分の市町村民税均等割が課税のため給付金の支給対象とならなかった者（児童手当等の受給者や
中学校修了以降の児童の養育者のうち主たる生計維持者）の方が所得が低く、その配偶者等の方が所得が高いため申請者となる場合は、
家計として、申請者（児童手当受給者等の配偶者等）又はその配偶者等（児童手当受給者等）のうち少なくとも一方が食費等の物価高騰
の影響で、家計が急変した場合は「要件１」に該当することとなります。

 ②-1　申請者の令和５年１月以降の任意の月の収入（１か月）の内訳及びその合計額をご記入ください。
注意事項

収
入

給与収入【A】

注意事項

収入合計額
【A + B + C】

※収入額の合計額をご記入ください。

※複数の職に就いている方は、全ての収入について記入してください。
※上記以外の収入については記載不要です。

 ③-2　配偶者等の収入合計額を12倍した金額をご記入ください。

年間収入見込額（配偶者等）

（裏面に続きます。）

世帯の人数（注） 非課税相当収入限度額
(注)世帯人数は、以下の合計人数です。
・申請者本人
・同一生計配偶者（収入金額１０３万円以下の者）
・扶養親族（16歳未満の者も含む）

　　２人　（例）夫(婦)子１人 １４６．９万円
　　３人　（例）夫婦子１人 １８７．７万円
　　４人　（例）夫婦子２人 ２３２．７万円
　　５人　（例）夫婦子３人 ２７７．７万円
　　６人　（例）夫婦子４人 ３２２．７万円

様式第５（第７条関係）

×１２

×１２

その他世帯用



円 円

円 円

円 円

事業収入等の経費

円 円

円 円

円

＜早見表＞

※申請者が申請時点で、障害者、未成年者、寡婦又はひとり親の場合
は、非課税所得限度額は１３５万円としてください。

※「申請者」と「配偶者等」の（５）年間所得見込額を比べ、申請者
の方が高いことを確認してください。また、申請者について非課税所
得限度額を記入してください。

世帯の人数 非課税所得限度額

　　２人 （例）夫(婦)子１人 ９１．９万円

※限度額は右の早見表から、申請時点の申請者についての「世帯の人
数」にあてはまる金額を記入してください。

　　３人 （例）夫婦子１人 １２３．４万円

　　４人 （例）夫婦子２人 １５４．９万円

※世帯人数は、「申請者本人」、「同一生計配偶者（所得金額48万円
以下の者)」及び「扶養親族(16歳未満の者も含む)」の合計人数です。

　　５人 （例）夫婦子３人 １８６．４万円

　　６人 （例）夫婦子４人 ２１７．９万円

　□　【所得要件】に該当します。　　□　収入額が分かる書類（給与明細書、年金額改定通知書等）を提出しています。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （注）収入が０円の場合は、別途、自身の収入の状況等の詳細について記載した申立書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   の提出を求める場合があります。

　□　控除額が分かる書類（帳簿等）を提出しています。（前ページの【Ｂ】欄に記入した場合のみ）

　□　今後１年間に収入の多い時期がある、臨時の収入がある時期がある等の事情により、今後１年間の所得見込額が
　　　非課税所得限度額上回ることが明らかであるものではありません。

　□　給付金の支給要件の該当性等を審査等するため、岩倉市が必要な住民基本台帳情報、税情報、公的年金情報等の公簿等の
　　　確認を行うことや必要な資料の提供を他の行政機関等に求める・提供することに同意します。

　□　本申立の内容に相違ありません。

　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　配偶者等氏名

【確認事項】（各項目のチェック欄（□）に『 』を入れて頂き、氏名をご記入ください。）

→【要件２】申請者（所得が高い方）の（５）年間所得見込額が（６）非課税所得限度額以下であること。

給与所得控除
※右の算定式より控除額を計
算の上、ご記入ください。

①Ａの額のうち給与収入分が162.5万円以下 → ５5万円
②Ａの額のうち給与収入分が162.5万円超180万円以下　→　給与収入分×40％－10万円
③Ａの額のうち給与収入分が180万円超360万円以下　→　給与収入分×30％＋8万円
④Ａの額のうち給与収入分が360万円超660万円以下　→　給与収入分×20％＋44万円

（３）（１）年間収入見込額のうち、事業収入又は不動産収入に係る必要経費の見込額（12か月分）をご記入ください。

収入 （申請者）収入額 （配偶者等）収入額

（申請者）
　給与所得控除額

（配偶者等）
　給与所得控除額

 ④【要件２】に該当するか確認してください。

（１）以下のフローチャートにより、要件２を確認してください。

（１）申請者及び配偶者等それぞれの③の年間収入見込額をご記入ください。

（２）（１）年間収入見込額のうち、給与収入に係る給与所得控除の見込額（12か月分）をご記入ください。

控除

控除
（申請者）
　事業収入等の経費

（配偶者等）
　事業収入等の経費

（６）申請者の方が（５）の金額が高いことを確認し、申請者の申請時点の世帯状況に応じた非課税所得限度額をご記入ください。

非課税
相当額

（申請者）
　非課税所得限度額

公的年金等控除
※右の算定式より控除額を計算の
上、ご記入ください。

（65歳未満の方）　公的年金等収入分　→　控除額
　　　　　　　　：60万円以下　→　公的年金等収入分の全額
　　　　　　　　：60万円超130万円未満 　→　60万円
　　　　　　　　：130万円以上410万円未満　→　公的年金等収入分×0.25＋27万5千円
　　　　　　　　：410万円以上770万円未満　→　公的年金等収入分×0.15＋68万5千円
（65歳以上の方）　公的年金等収入分　→　控除額
　　　　　　　　：110万円以下　→　公的年金等収入分の全額
　　　　　　　　：110万円超330万円未満　→　110万円
　　　　　　　　：330万円以上410万円未満　→　公的年金等収入分×0.25＋27万5千円
　　　　　　　　：410万円以上770万円未満　→　公的年金等収入分×0.15＋68万5千円

（５）年間所得見込額を計算の上、ご記入ください。（５）＝（１）－（（２）＋（３）＋（４））

所得見込
（申請者）
　年間所得見込額

（配偶者等）
　年間所得見込額

①事業収入又は不動産収入を記入した方は、当該収入のために要した経費の12か月相当額をご記入ください。
②帳簿等の上記の経費が分かる書類をご提出ください。

（４）（１）年間収入見込額のうち、公的年金等収入に係る公的年金等控除の見込額（12か月分）をご記入ください。

控除
（申請者）
　公的年金等控除額

（配偶者等）
　公的年金等控除額



様式第６（第９条関係） 

第     号 

年  月  日 

様  

岩倉市長 

低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金 

（その他世帯分）支給決定通知書 

低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金（その

他世帯分）申請書（請求書）の内容を確認した結果、下記のとおり支給

決定しましたので、通知します。 

記 

支
給
の
内
容

支 給 日  

支 給 金 額  

振 込 先 金 融 機 関

口 座 番 号  


